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令和4年度専門部会の協議内容

①東西交通大宮ルートの
必要性の再検証

②新たな交通システムの
導入方針の検討

③新たな交通システムの
導入計画の検討

④事業評価の検討

⑤次期答申に向けた計画
の判断

⑥次期答申の対応

次期答申（R13）

• 最新のPT調査結果等に基づいた、大宮～浦和美園エリアの市内外の移動
実態、ニーズの現状把握

• 輸送システムの特性、導入空間、走行空間、関連法制度等について事業
化のための課題を整理

• 大宮～浦和美園間の交通ネットワーク・サービスレベルや移動ニーズに対
する現状の交通ネットワーク・サービスの過不足を整理

• 新型感染症の拡大等の社会情勢・くらしの変化を踏まえた将来的な東西交
通の必要性を再検証

①東西交通大宮ルートの必要性の再検証

〇東西交通に係る「交通」の現状把握

• 大宮GCS構想、浦和美園・東西交通沿線まちづくり、地下鉄7号線延伸等

の、東西交通に係る具体の関連計画・事業の進捗、内容を把握し、東西交
通大宮ルート導入による影響（関連計画へのメリット・デメリット）を整理

• 大宮～浦和美園間の地域・エリアの土地利用や住民ニーズ、エリアマネジ
メント等の動向を把握し、東西交通大宮ルート導入が地域にもたらす効果
及び懸念事項を整理

• 総合振興計画、SMARTプラン、地域公共交通計画等の上位・関連計画

の見直し・策定を踏まえた、将来都市構造・交通ネットワークにおける東西
交通の位置づけ、役割からその必要性を整理

〇東西交通に係る「まちづくり」の現状把握

• 東西移動のボリューム、
需要の発生箇所、目的地

• 開発計画、住宅地立地、
道路計画・線形…

ニーズ、土地利用、道路線形
に見合ったシステムの選定

• 東西交通の受益者（ボリュ
ーム）、時間短縮効果

• 開発計画への影響、上位
計画等の連携・波及効果
、住民ニーズ

事業の投資効果（事業による
効果・影響）

• 本年度の専門部会では、次期答申に向けた検討ステップ①東西交通大宮ルートの必要性の再検証結果を取りまと
めることとする。それにあたっては、過年度の部会の中で意見の多かった以下の視点を重点的に検討する。

 現状の大宮～浦和美園間の移動ニーズと交通サービスの検証

 社会情勢を踏まえた将来的な必要性の検証

 関連計画・開発・土地利用を踏まえた東西交通大宮ルート導入による地域への影響・効果

• とりまとめの結果は、今後の検討ステップ②④の土台となるものである。

【R4年度専門部会のアウトプット】
• 将来的な東西交通の必要性、役割、位置づけを整理の上、
再検証結果を示す
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※破線下線部分は完了
※赤文字部分はR４検討



令和4年度専門部会の協議内容

協議内容①：

移動ニーズを踏まえた新たな交通サービス導入の必要性の検証

⇒公共交通利用者数の前提となる人口（居住）分布、移動ニーズと現
況の公共交通サービスの状況から、新たな交通サービスの導入が必
要となる条件を検討

協議内容②：社会情勢を踏まえた将来的な必要性の検証

⇒新たなライフスタイルやカーボンニュートラル等の社会・経済やく
らしの情勢の変化等、将来的な東西交通の持つべき役割・必要性に
係るトピックの整理

協議内容③：東西交通大宮ルート導入による地域への効果の整理

⇒4ルート案の費用便益分析における導入効果を図る視点・指標等の
共有

⇒先進事例の調査から、将来の開発・土地利用、関連計画・事業等の
前提条件が相互に与える影響・効果を具体化し整理

• 本年度までの専門部会を踏まえ、将来的な東西交通の必要性、役割、
位置づけを整理
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協議内容①： 移動ニーズを踏まえた新たな交通サービス導入の必要性の検証

課題：

•大宮～浦和美園エリアでは、広域的な通勤や私事目的の移動ニーズが見られ、将
来的にも、通勤・通学における公共交通への需要を支え、自動車での移動しかで
きない高齢者等へ適切な移動手段を提供する必要性は高まるものと想定

•大宮～浦和美園エリアの人口分布、沿線住民のニーズ等を踏まえ、路線バスの
ネットワークが形成され、サービスが提供されている

•現状の公共交通サービスでは対応できていない住民ニーズ、将来的な交通弱者の
増加等、顕在的・潜在的な問題に対応する適切な形態・水準で、新たな東西交通
を選択することが重要となる

•地下鉄7号線の延伸等、沿線エリアも含めた公共交通のネットワークの将来の見
込みも踏まえて、新たな交通サービスの必要性を考えることも重要となる

論点：ルート沿線エリアの移動ニーズに対して、新たな交通サービスを導入す
る必要性はあるか。導入するのであれば、公共交通への転換も含めて、
どの程度（ボリューム）、どのようなニーズ（方面、時間帯、サービス
水準）があるべきなのか



協議内容①： 移動ニーズを踏まえた新たな交通サービス導入の必要性の検証

 公共交通利用者数の前提となる人口（居住）分布、移動ニーズと現況の公共交通サービスの状況から、
新たな交通サービスの導入が必要となる条件を検討する

⇒新たな交通サービスが本当に必要となる状況であるか？

⇒導入するのであればどのような目的、ニーズを満たす必要があるか？

⇒新たな交通サービス導入にはどの程度の規模の移動需要が必要となるか？

図 ルート沿線エリア間のOD交通量（全目的：H30（2018年））

OD交通量（全目的：人/日）

5,000人/日以上

2,500人/日以上

1000人/日以上

全目的

 大宮、さいたま新都心、浦和美園駅から市内・東
京方面に向かう移動量、分布の比較

 通勤・通学移動からみたピーク時の移動量 …等

 主要バス系統の運行頻度
 人口集中エリアの路線バスの方面 …等

図 ルート沿線の路線バスネットワーク

現状の公共交通の課題
 輸送ボリューム？
 定時性？速達性？
 ニーズの不足？
⇒新たな交通が必要とな
る条件とは

大宮駅

浦和美園駅

さいたま新都心駅
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協議内容②：社会情勢を踏まえた将来的な必要性の検証

課題：

•近年の新型感染症拡大の影響や、ライフスタイルの変化により、公共交通利用の
低下や多様な移動ニーズに対応した移動手段の提供等、公共交通を取り巻く環境
は変化

•2050年カーボンニュートラルの国の政策目標からも、一度に多くの人を運ぶこ
とが出来る輸送手段として、公共交通にもＣＯ２の排出削減の一助となることが
引き続き期待され、公共交通の役割を改めて見直すことが求められている

論点：現在及び将来のくらしや移動の状況・変化を踏まえて、移動ニーズに対
して東西交通の必要性・役割はあるのか、特に着目すべきポイントとは



協議内容②：社会情勢を踏まえた将来的な必要性の検証

 新たなライフスタイルやカーボンニュートラル等の社会・経済やくらしの情勢の変化等の将来の公共
交通ニーズを見据える上で重要なトピックを整理し、新たな公共交通の必要性、利用の見通しを検証
する

出典：ポストコロナの公共交通のあり方検討会（運輸総合研究所）資料から整理

コロナ前 コロナ禍

利
用
増
加
の
要
因

利
用
減
少
の
要
因

公
共
交
通
の
必
要
性
・
利
用
見
通
し

公共交通利用増加の要因
・女性就業率の増加
・若年層の自動車利用可能性低下
・高齢者の免許返納、高齢者増加
・単身世帯の増加
・中心地・鉄道沿線の人口集約

公共交通利用減少の兆し
・自動車利用の増加
・自宅での仕事・学業の時間増加
・買い物頻度の低下
・インターネット購入を今後も意向
・今後の転居は、職場近接や鉄道バ
スが便利な地域への重視が低下

公共交通利用減少の要因
・若年層・生産年齢人口の減少
・男性就業率の低下
・女性の免許保有増加等、中高年層
の自動車利用可能性上昇
・都心等の中心地へのトリップ減少
・郊外間トリップ増加

※

複
数
の
要
因
で
複
雑
化
す
る
た
め
、
ポ
イ
ン
ト
整
理
が
必
要

〇公共交通を取り巻く利用増減要因のイメージ
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協議内容②：社会情勢を踏まえた将来的な必要性の検証

出典：２０５０年カーボンニュートラルに向けた 国土交通省の取組について
（国土交通省）

〇カーボンニュートラルに向けた公共交通の役割

 国土交通省においても、2050年カーボン
ニュートラルの実現に向け、CO2総排出量
の約５割を占める運輸部門における排出削減
に向け、次世代自動車の普及促進の他、引き
続き公共交通の利用促進が、脱炭素化等を推
進するものと示している。

 北九州市では、地域公共交通計画を環境首都
総合交通戦略」として策定している（令和4
年3月）

 計画の理念に「環境」を明確に打ち出した上
で、計画目標においても環境に係る指標が具
体に位置付けられる

＜計画の基本方針＞

〇公共交通計画における環境の視点（北九州市の例）

＜計画目標＞

出典：北九州市環境首都総合交通戦略（北九州市地域公共交通計画）8
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協議内容③：東西交通大宮ルート導入による地域への効果の整理

課題：

•198号答申提案時においてはLRTの整備を想定し、鉄道プロジェクトの評価マ
ニュアルに基づき、効果検証、需要予測、費用便益分析を実施

•答申時のルート沿線エリアを取り巻く環境や開発計画等、プロジェクト評価の前
提条件は変化しており、導入形態も含め、事業評価の視点、内容を整理した上で、
評価方法・手法を検討していく必要がある

論点：東西交通の導入に向けた整備計画、費用便益分析において、導入エリア
への影響・効果はどのようなものに着目すべきか、重点的な議論が必要
か



協議内容③：東西交通大宮ルート導入による地域への効果の整理

＜プロジェクト評価の体系＞

事
前
評
価
（

次
期
答
申
で
の
評
価
）

再
評
価
・
事
後
評
価

＜効果・影響の評価項目・指標の例＞

出典：鉄 道 プ ロ ジ ェ ク ト の 評 価 手 法 マ ニ ュ ア ル 2 0 1 2 （国土交通省鉄道局）10

次ページ参照

 4ルート案の費用便益分析における導入効果を図る視点・指標等を整理する。

 その上で需要予測の中で、将来の開発・土地利用や関連計画・事業、人口動態、沿線ニーズ変化等の
前提条件が相互に与える影響・効果を整理し、「④事業評価の検討」に向けて必要な論点を抽出する。

⇒事業評価のマニュアルや先進事例の調査に基づき、沿線地域にもたらす効果や影響の項目等を検討



協議内容③：東西交通大宮ルート導入による地域への効果の整理

＜費用便益分析のフロー＞

開発計画等による
人口の変化 …等

今回整理する
前提条件

＜需要予測のフロー＞

将来交通ネットワ
ーク（地下７）の
変化 …等

年齢階層、目的施設
立地の変化 …等

出典：鉄道プロジェクトの費用対効果分析マニュアル
（運輸経済研究センター）

出典：鉄 道 プ ロ ジ ェ ク ト の 評 価 手 法 マ ニ ュ ア ル 2 0 1 2 
（国土交通省鉄道局）
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協議内容③：東西交通大宮ルート導入による地域への効果の整理

 事業化にあたっては、地域を含む関係主体との合意が必要であるため、先進事例を参考に研究を行う。

 宇都宮市のＬＲＴ計画は、主体間でのLRTに係る賛否が分かれ、整備の多動性についての議論が長期化し、検討の本格
化から2022年3月開業を目指した着工までに25年程度の時間を要した

出典：地方中核都市へのLRT導入をめぐる都市交通問題の構造化−宇都宮市を事例とした調査分析
（加藤浩徳 他、社会技術研究論文集：2009.5）

＜宇都宮市LRT導入をめぐる関係主体間相互期待表＞


